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米国の鉄鋼関税は貿易フローをどう変えるのか？ 

～GSIM で考える分野別関税の影響～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

主任エコノミスト 阿原 健一郎（℡：050-5470-4868） 

【要旨】 

○ 米国の関税政策によって日本の輸出がどう変化するかは、米国と合意した 15％の相互関税だけ 

ではなく、各国と米国の合意がどのように着地するかに依存する。米国による関税の変更は、 

貿易フローにさまざまな変化を生み、各国の輸出や生産が受ける影響は複雑なものになる。 

○ 本稿では鉄鋼関税を例に分析した。GSIM による試算では、６月４日発効の鉄鋼関税の引き上げ 

により、鉄鋼（72 類）は、カナダが 2023 年生産額対比▲35.2％、南米が同▲18.4％、 

日本が同▲3.2％減少し、鉄鋼製品（73 類）は、メキシコが同▲21.6％、カナダが同▲18.9％、 

日本は同▲8.5％減少する。対米輸出が減少するものの、自国向けの出荷や、中国や ASEAN、 

NIEｓ等への輸出の切り替えが、関税引き上げの影響を一部緩和する。 

〇 分野別関税の影響は、各国の輸出実績のみならず、代替性などの品目の特性にも依存する。 

引き続き、トランプ政権が分野別関税の強化・拡大を図るのであれば、品目レベルのデータに 

基づく分析が重要になってくるだろう。 

 

複雑な影響を及ぼす関税の引き上げ 

 米国の相互関税が発動される。４月３日に発表され、世界経済に衝撃を与えた相互関税は、各国共通

の 10％の追加関税はそのまま適用されたものの、各国ごとの上乗せ部分は一時停止の状態が続いてい

た。本日８月１日に新税率が適用される予定となっており、各国は適用開始前に少しでも有利な条件で

合意を取り付けようと交渉を続けてきた。日本は７月 23 日、相互関税を 25％から 15％に引き下げるこ

とで合意している。併せて、日本経済を大きく下押しすると見られた自動車・同部品の追加関税も、４

月から適用されている追加関税の 25％を 12.5％に引き下げることで合意し、当初に想定されていた最

悪のシナリオは回避した。その代わりに、日本側からは、最大 5,500 億ドル（約 80 兆円）規模の投資を

行うほか、農産品や防衛装備品の輸入の拡大を約束したとされているが、詳細までは認識が擦りあって

いない様子も報じられており、不確実性が残る状態が続いている。 

 25％で発動予定だった関税が 15％に引き下げられたことは、日本経済にとって好ましいが、今後その

影響がどのように表れるのかはよくわからない。約 80 兆円にのぼる対米投資や輸入拡大の影響もそう

だが、関税の変更による輸出への影響だけを考えても、実際に輸出がどう減少するのか（はたまた増加

するのか）予測することは非常に難しい。というのも、日本の相互関税は 15％で固まったが、日本の輸

出の増減は米国との関税だけでなく、米国と他国間の関税が最終的にどう着地するかにも依存するから

である。ここで、シンプルな例を用いて、関税の変更によって貿易フローにどのような変化が生じるか
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考えてみたい。図表１は、関税の引き上げ前後で、各国の輸出や生産にどのような変化が生じるかイメ

ージしたものである。今、米国が A 国と B 国からある財を無関税で輸入していたが（左図）、ある日か

ら A 国に 30％、B 国に 10％の関税を課すように変更したとする（右図）。そのような場合に起こる変化

として、まず、A 国の対米輸出が減少することが考えられる。これは直感的に明らかなように、基本的

に関税の引き上げ分は米国の輸入業者が支払うことになるため、①「関税の引き上げにより米国内で輸

入財の価格が上昇し、需要が減少する」からである。一方、B 国の対米輸出が減少するかというと、こ

れは簡単にはわからない。B 国も新たに 10％の関税を課されており、①の影響で対米輸出は減少方向に

働くが、A 国よりも課されている関税率が低く、B 国の輸入財は②「他国対比で価格が相対的に安くな

るため、需要が増加する効果（代替効果）」も働くからである。B 国の対米輸出は①と②のどちらの影響

が大きいかによって、減少にも増加にもなりえる。また、米国自身では③「国産品の国内需要が増加す

る」可能性がある。これも米国内で A 国、B 国の輸入財の価格が上昇するため、今まで輸出に回してい

た国産品を国内消費に振り分ける、輸入を国内生産に切り替える等の自国向けの出荷につながる。最後

に、関税を課された国が④「米国以外の国への輸出を増加させる」可能性も考えられる。これは①で減

少した米国への輸出分を、関税の低い他国の輸出に振り替える動きである。 

以上のように、関税が引き上げられることで、各国の企業が合理的に行動するもとでは、各国の生産

や貿易フローに様々な変化が起きると考えられる。図表１では、米国を含めた４か国のイメージで考え

たが、実際の国の数や変更される関税率の大小関係なども考えだすと、かなり複雑な変化になることは

容易に想像できるだろう。 

 

 今年１月にトランプ政権が発足して以降、自動車関税の引き上げや相互関税が世界経済に与える影響

関税引き上げ前 関税引き上げ後

A国

B国

（0％）

（0％）

【図表１】関税の引き上げによる貿易フローの変化

A国

B国

（+30％の追加関税）

（+10％の追加関税）

（－）

（＋）

C国
（＋）

①関税引き上げ
による輸出減少

②相対価格の低下
による輸出増加

③国産品の国内
需要の増加

（＋）

④他国への
輸出増加

（出所）第一生命経済研究所作成

（－）

①関税引き上げ
による輸出減少

（＋）
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を試算してきた（過去の試算は、「米国の自動車関税による世界経済への影響」や「トランプ関税による

各国経済・金融市場への影響」等を参照されたい）。ただ、いずれの試算も、「関税の引き上げで減少し

た輸出（各国の生産）が世界経済にどう波及するのか」に焦点を当てており、そもそもの「関税の引き

上げでどれぐらい輸出や生産が減少するのか」については、詳細に分析していたわけではない。具体的

には、他国との関税率の大小関係（図表１の②）や米国の国産品の国内需要の増加（図表１の③）、米国

以外の国への輸出の振り替え（図表１の④）は考慮せず、関税が引き上げられて輸出が減少する影響（図

表１の①）のみを取り出し、過去のデータからどれぐらい輸出が減少するのか概算する、あるいは、輸

出の価格弾力性を－１（関税の引き上げと同率で価格が上昇し、輸出が減少する）と仮定して試算を行

っていた。もちろん、この試算方法に問題があるというわけではない。経済ショックがどれほど大きく

なるかわからないが、その影響（例えば、実質 GDP への影響）をいち早く把握しておきたい場合など、

一定の前提に基づいた値を便宜的に経済ショックとして想定して分析することは、実務上でよく採用さ

れる方法である。特に、後者の「輸出の価格弾力性を－１とする」仮定は、関税が輸出に与える平均的

な影響として、分析を簡便化するためにしばしば用いられている。 

 ただ、今回のトランプ政権の一連の関税政策は、各国の米国との合意内容によっては、各国間で課さ

れる関税率に差が生じ、代替効果（図表１の②）が大きくなる可能性がある。また、トランプ政権は相

互関税に加えて、分野別の関税措置も強化し、これを戦略的な交渉手段として用いている。「輸出の価格

弾力性＝－１」はあくまで輸出品目全体の平均的な弾性値と捉えるべきであり、分野別関税の対象とな

る品目によっては、価格変化が輸出に与える影響も大きく異なることも考えられる。そこで本稿では、

品目レベルでの関税の引き上げの影響を定量的に考えてみたい。具体的には、世界貿易の約 3.5％を占

め、早期に関税の引き上げが実施された鉄鋼を例に、関税の引き上げが各国の生産（輸出と国内向け出

荷）に与える影響を分析する。 

 

鉄鋼関税の状況 

 まず、分析に移る前に、そもそもの鉄鋼関税の経緯を振り返っておきたい。米国の鉄鋼関税政策は、

2018 年 3 月に第一次トランプ政権が 1962 年通商拡大法 232 条（セクション 232 条）を根拠として、鉄

鋼製品に 25%、アルミニウム製品に 10%の追加関税を課したことに端を発する。同措置は、鉄鋼・アル

ミニウムの過剰生産能力、特に中国の行動が世界市場を歪め、米国の国内産業を脅かしているという「国

家安全保障上の脅威」を理由に導入され、「アメリカ・ファースト」政策の象徴的な施策として位置づけ

られた。導入当初は、安全保障上の重要性や通商関係を考慮し、カナダ、メキシコ、EU など一部の国・

地域に対する適用除外、米国内で十分に供給できない特定製品への製品別適用除外などの例外措置が設

けられていた。しかし、同年６月に適用範囲が拡大され、カナダ、メキシコ、EU なども追加関税の対

象になると、主要貿易相手国は強く反発し、WTO への提訴、米国製品への報復関税実施などの対抗措

置を講じることとなった。 

2021 年に発足したバイデン政権は、基本的にセクション 232 関税を継続する方針を採ったが、同盟

国との関係修復を重視し、鉄鋼 25%、アルミニウム 10%の関税率を維持しつつ、適用除外制度をより柔

https://www.dlri.co.jp/report/macro/427475.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/431720.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/431720.html
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【図表３】米国への鉄鋼・鉄鋼製品の輸出
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【図表２】世界への鉄鋼・鉄鋼製品の輸出

（注）2024年の輸出額

（出所）Trade Mapより第一生命経済研究所作成

軟に運用する政策調整を実施した。具体的には、カナダ、メキシコは基本的に適用除外としたほか、日

本や EU、韓国等には一定数量まで追加関税なしで輸出が可能な「関税割当」を適用した。 

そして、2025 年 1 月に発足した第二次トランプ政権は、鉄鋼関税政策を再び強化・拡大している。2

月 10 日、トランプ大統領はすべての国を対象に鉄鋼・アルミニウム輸入品に 25%の関税を課すと発表

し（3 月 12 日発効）、バイデン政権下での適用除外措置を原則廃止した。さらに、290 品目の鉄鋼・ア

ルミ派生製品を新たに追加課税の対象とし、広範囲な製品に適用を拡大した。そして 6 月 3 日には、追

加関税率を 25%から 50%に引き上げる大統領布告を発表し、鉄鋼・アルミニウム製品ともに 50%の追

加関税を課した。 

前述の通り、昨日を期限に相互関税を巡る米国との協議が各国で続いていたが、鉄鋼関税に関しては

あまり動きが見られない。執筆時点では、英国、ベトナム、インドネシア、フィリピン、日本、ＥＵ、

韓国の７か国・地域が合意に至っているが、鉄鋼関税については英国が追加関税率を 25％に維持すると

規定されたのみで、その他の国・地域は 50％に引き上げられたままとなっている。 

鉄鋼関税の対象となっている品目は、HS コード 72 類の「鉄鋼」と 73 類の「鉄鋼製品」に大別でき

る。72 類の鉄鋼は鉄鋼素材（棒鋼、鋼板、フラットロール製品など）、73 類の鉄鋼製品は 72 類を加工

した製品（鉄パイプ、ネジ、ドラム缶など）であり、金額ベースで合算すると、米国は世界全体の約 10％

を輸入している。各国・地域の輸出実績を確認すると、世界全体への輸出は EU や中国が約 50％程度を

占めるが（図表２）、米国向けとなると、カナダやメキシコ、NIEs なども多く輸出していることがわか

る（図表３）。バイデン政権時には適用除外を受けていたこれらの国々も、今回の追加関税率の引き上げ

対象となっていることから、貿易フローにも相応のインパクトがあると考えられる。 
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品目レベルの分析に適した GSIM 

 関税の引き上げと各国の輸出入の関係を定量的に分析するには、多国間の貿易を表現したモデルとデ

ータが必要になる。国際貿易を分析するモデルとして一般的に思いつくのは GTAP（Global Trade 

Analysis Project）である。GTAP は応用一般均衡モデルに分類され、関税も含めたさまざまな経済政策

を包括的に分析できる一方、計算が複雑になるため分析に相応のコストがかかることや、データは 60 以

上の産業に分類されているものの、トランプ政権が分野別関税で課税対象とするような品目レベルでの

分析が難しい等の課題がある（注１）。そこで本稿では、Francois(2009)や Francois and Hall (2009)で

提示された GSIM（Global Simulation Model）を用いて分析を行う。GSIM は部分均衡モデルに分類さ

れ、特定の財や産業単位での分析に限定されるものの、関税変更や補助金などが貿易フローに与える影

響を比較的シンプルな構造で簡便に推計できる（注２）。また、シンプルなモデルであるがゆえに、計算

過程を追って確認することができ、推計結果の全容も把握しやすいというメリットがある。 

GSIM の構造を簡潔に述べると、予め用意しておいた、貿易データ、需要の価格弾力性（輸入財の国

内価格が１％上昇すると需要は何％減少するのか）、供給の価格弾力性（財の国際価格が１％低下する

と供給は何％減少するのか）、代替の価格弾力性（ある国の輸入財の価格が１％上昇すると他国の輸入

財の需要は何％増加するのか）の情報を使って、関税を変更した場合に、各国の需要と供給が釣り合う

ような新しい国際価格、輸出入を計算するというものである（モデルの詳細は補論を参照されたい）。今

回は、ユーロ圏を含めた 35 か国・地域を対象に、直近の関税率を取得できる 2023 年時点から、足もと

の 2025 年６月４日の鉄鋼関税の引き上げによって、各国の生産（輸出と自国向け出荷）がどう変化す

るのか試算した。貿易データは国連の UN Comtrade を中心に使用し、各弾力性の値は先行研究の推計

値を使用した（図表４、５）（注３）。 

 

 

 

変数 備考 出所

貿易データ
2023年のHSコード72類（鉄鋼）、73類（鉄鋼製品）の輸出額。

台湾は台湾関税総局のデータを使用。

UN Comtrade、

台湾関税総局

需要の価格弾力性
先行研究で推計された73か国のHSコード３桁レベルでの弾性値。国ごとに異なる弾性値を

使用し、推計値のない国・地域については73か国の平均値を用いた。
Broda and Weinstein (2006)

供給の価格弾力性
先行研究で推計されたWTO非加盟国15か国のHSコード４桁レベルでの弾性値。

すべての国・地域で共通の弾性値（72類、73類それぞれの15か国の平均値）を用いた。
Broda, Limao and Weinstein (2007)

代替の価格弾力性
先行研究で推計されたHSコード６桁レベルでの弾性値。

すべての国・地域で共通の弾性値（72類、73類それぞれの平均値）を用いた。
Fontagné et al. (2022)

（出所）第一生命経済研究所作成

【図表４】データ一覧
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鉄鋼（第72類） 鉄鋼製品（第73類） 鉄鋼（第72類） 鉄鋼製品（第73類） 鉄鋼（第72類） 鉄鋼製品（第73類）

アルゼンチン

ブラジル

チリ 25.00% 25.00% 25.00% 25.00% 50%（＋25％） 50%（＋25％）

ペルー 25.00% 25.00% 25.00% 25.00% 50%（＋25％） 50%（＋25％）

25.21% 26.85% 25.21% 26.85% 50.21%（＋25％） 51.85%（＋25％）

25.45% 26.46% 25.45% 26.46% 50.45%（＋25％） 51.46%（＋25％）

韓国

台湾 25.00% 28.26% 25.00% 28.26% 50%（＋25％） 53.26%（＋25％）

香港 26.24% 26.81% 26.24% 26.81% 51.24%（＋25％） 51.81%（＋25％）

シンガポール 25.00% 25.00% 25.00% 25.00% 50%（＋25％） 50.00%（＋25％）

インドネシア 25.00% 25.67% 25.00% 25.67% 50%（＋25％） 50.67%（＋25％）

タイ 25.07% 25.23% 25.07% 25.23% 50.07%（＋25％） 50.23%（＋25％）

フィリピン 25.00% 25.07% 25.00% 25.07% 50%（＋25％） 50.07%（＋25％）

マレーシア 26.64% 27.11% 26.64% 27.11% 51.64%（＋25％） 52.11%（＋25％）

ベトナム 25.08% 26.63% 25.08% 26.63% 50.08%（＋25％） 51.63%（＋25％）

オーストラリア

ニュージーランド 25.00% 25.89% 25.00% 25.89% 50%（＋25％） 50.89%（＋25％）

ロシア 27.57% 26.57% 27.57% 26.57% 52.57%（＋25％） 51.57%（＋25％）

ポーランド 25.04% 26.27% 25.04% 26.27% 50.04%（＋25％） 51.27%（＋25％）

スウェーデン 25.06% 27.02% 25.06% 27.02% 50.06%（＋25％） 52.07%（＋25％）

ノルウェー 27.40% 26.79% 27.40% 26.79% 52.40%（＋25％） 51.79%（＋25％）

スイス 25.38% 26.80% 25.38% 26.80% 50.38%（＋25％） 51.80%（＋25％）

アイルランド 25.01% 26.86% 25.01% 26.86% 50.01%（＋25％） 51.86%（＋25％）

デンマーク 25.00% 26.31% 25.00% 26.31% 50.00%（＋25％） 51.31%（＋25％）

ハンガリー 25.00% 26.59% 25.00% 26.59% 50.00%（＋25％） 51.59%（＋25％）

南アフリカ共和国 25.00% 25.00% 25.00% 25.00% 50.00%（＋25％） 50.00%（＋25％）

アラブ首長国連邦 25.00% 25.13% 25.00% 25.13% 50.00%（＋25％） 50.13%（＋25％）

サウジアラビア 25.00% 25.01% 25.00% 25.01% 50%（＋25％） 50.01%（＋25％）

トルコ 25.52% 25.50% 25.52% 25.50% 50.52%（＋25％） 50.50%（＋25％）

英国

（注）ユーロ圏は、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オランダ、ベルギー、オーストリア、フィンランドの8か国ベース。

　　　米国による鉄鋼関税の引き上げは、HSコード72（鉄鋼）、73（鉄鋼製品）の全品目に適用されるものとして単純化して計算。

　　　2023年時点の関税率は、TRAINSで取得した平均関税率（品目ごとの輸入額による加重平均）とトランプ政権１期目で賦課された25％の追加関税の合計、

　　　適用除外・関税割当となっていた国・地域は一律０％としている。ロシアの関税率は直近で取得可能な2021年時点の値を使用。

（出所）TRAINSより第一生命経済研究所作成

ユーロ圏

カナダ

メキシコ

中国

インド

日本

NIEs

ASEAN

オセアニア

その他

南米

国・地域名
2023年時点 2025年3月12日 2025年6月4日

0％（適用除外）

0％（適用除外） 25%（＋25％）

0％（関税割当） 25%（＋25％） 50%（＋25％）

50%（＋25％）

0％（関税割当） 25%（＋25％） 50%（＋25％）

0％（関税割当） 25%（＋25％） 50%（＋25％）

0％（関税割当） 25%（＋25％） 50%（＋25％）

【図表５】推定対象の国・地域と米国が賦課する関税率の推移

0％（関税割当） 25%（＋25％） 50%（＋25％）

0％（関税割当） 25%（＋25％） 25%（＋25％）

25%（＋25％） 50%（＋25％）

0％（関税割当） 25%（＋25％） 50%（＋25％）
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GSIM による貿易フローの試算結果 

 ここでは、GSIM で試算した今回の鉄鋼関税の影響を確認していきたい。まず、図表６の鉄鋼（72 類）

への影響では、米国の生産は 2023 年対比＋17.6％増加する結果となった。内訳は、米国の鉄鋼価格の

上昇によりカナダ、メキシコを中心に輸出が▲9.9％pt マイナス寄与したものの、自国向けの出荷（海外

輸出分を国内需要に充てる、輸入を国内生産に切り替える等）が＋27.5％pt プラス寄与している。最も

影響を受けるのがカナダであり、同▲35.2％の減少となった。輸出に占める米国向けの割合が高いこと

から、カナダの鉄鋼の国際価格が▲1.8％低下し、対米輸出が同▲55.0％pt マイナス寄与した。一方で、

自国向け出荷が＋17.7％pt プラス寄与したことに加え、国際価格の低下により、米国以外向けの輸出も

＋2.1%pt プラス寄与し、生産減少を緩和した。続いて影響が大きいのは、南米で同▲18.4％減少した。

ブラジルの鉄鋼の国際価格が▲1.6％程度低下し、対米輸出が▲26％pt マイナス寄与している。米国以

外向けの輸出では、中国向けが＋1.5%pt プラス寄与する結果となっている。メキシコは同▲13.3％減少

と、自国向けの出荷の増加もあり、カナダや南米よりも影響は小さくなった。日本は、同▲3.2％減少し

た。日本の対米輸出は▲4.2％pt マイナス寄与したものの、ASEAN 向けが＋0.4％pt、NIEs 向けが＋0.2％

pt と寄与し、生産減少を幾分緩和する格好となった。 
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（2023年対比、％、％ポイント）

【図表６】鉄鋼（72類）の生産への影響

（注）2025年６月４日発効の追加関税による、2023年の輸出額対比での変化率と出荷先の寄与度。

各地域の構成国は図表２の通り。

（出所）UN Comtrade、台湾関税総局、TRAINS、World Bureau of Metal Statisticsから第一生命経済研究所作成
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 図表７の鉄鋼製品（73 類）は、加工された製品である分、代えが効きにくい（代替の弾力性が低い）

ため、一部の国・地域を除いて、鉄鋼と比較して関税引き上げの影響が小さく出る傾向が見て取れる。

米国は、生産が 2023 年対比＋10.5％増加する結果となった。米国の鉄鋼製品の価格が＋1.6％上昇し、

カナダ向けの輸出が▲4.9％pt マイナス寄与するものの、自国向けの出荷が＋17.9％pt プラス寄与する

ことで生産を底上げしている。鉄鋼製品の場合、最も影響を受けたのはメキシコで、同▲21.6％減少し

た。メキシコの鉄鋼製品の国際価格が▲3.9％低下し、対米輸出は▲36.3％pt マイナス寄与したが、自国

向け出荷が＋13.3％pt プラス寄与した。カナダは同▲18.9％減少となっており、対米輸出だけを見れば

▲38.6％pt と最もマイナス寄与が大きいが、自国向け出荷が＋19.2％pt プラス寄与して輸出の減少を緩

和している。鉄鋼製品の場合は、NIEs や日本への影響も大きい。NIEs は同▲12.6％の減少で、対米輸

出は▲22.5％pt のマイナス寄与だったが、米国以外向け輸出が＋8.0％pt と大きく寄与した。輸出先は、

ユーロ圏が＋1.8％pt、中国が＋1.1％pt となっている。日本は同▲8.5％の減少となったが、対米輸出は

▲15.4％pt のマイナス寄与に対し、米国以外向け輸出は＋5.6％pt のプラス寄与となった。輸出先は、

中国が＋1.4％pt、ASEAN が＋1.3％pt となっている。 
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【図表７】鉄鋼製品（73類）の生産への影響

（注）2025年６月４日発効の追加関税による、2023年の輸出額対比での変化率と出荷先の寄与度。

各地域の構成国は図表２の通り。

（出所）UN Comtrade、台湾関税総局、TRAINS、World Bureau of Metal Statisticsから第一生命経済研究所作成



 

 9 / 16 

 

 

 

Global Trends ／ マクロ経済分析レポート 

 

分野別関税がもたらす生産の変化 

 本稿では、GSIM を使い、米国の鉄鋼関税の引き上げが各国の生産にどのような影響を与えるのか、

定量的な分析を試みた。試算結果からは、米国への輸出割合が高く、基準時点の 2023 年から関税率が

大きく上昇したカナダやメキシコを中心に、対米輸出が大きく減少することがわかった。一方で、対米

輸出が減少すると同時に、今まで輸出していた国産品を国内需要に充てる「自国向けの出荷」や、米国

以外の国への輸出に振り替える結果も得られた。行き場を失った鉄鋼や鉄鋼製品は、自国か中国や

ASEAN、NIEs といった国・地域に回る可能性がある。 

また、今回の鉄鋼と鉄鋼製品の試算結果を比較することで、品目により、各国の輸出実績が異なるの

はもちろんのこと、代替のしやすさ等の品目自体の特性によって、関税引き上げ時の影響も異なること

が確認できた。今回のような部分均衡モデルによる分析では、マクロ経済全体への影響を分析すること

はできないが、品目・産業レベルでの影響を把握するには非常に有効だと言える。引き続き、トランプ

政権が分野別関税の強化・拡大を図るのであれば、今回のような品目レベルのデータに基づく分析が重

要になってくるだろう。 

 最後に、本稿の分析の留意点をまとめておきたい。前述の通り、GSIM は部分均衡モデルであるので

特定の品目にのみ着目しており、他の品目や産業、他の経済部門との関係性は考慮できていない。また、

試算結果はあくまで、相対価格の変化による新たな需給の均衡を示しているに過ぎない。そのため、試

算結果から得られたような、「対米輸出の減少分を中国の輸出に振り替える」動きは、その時点で、中国

経済に新たな輸出分を受け入れるだけの十分な需要や余力がある場合にのみ実現する、という点には留

意されたい。中国経済の減速による鉄鋼需要の減少等、実際の貿易フローは各国のマクロ的な要因を多

分に受けるため、当然ながら、試算結果は幅を持ってみる必要がある。 

 

【補論】 

ここでは、GSIM の理論的な枠組みを説明する。本論でも述べた通り、GSIM は、関税や輸出補助金

などの通商政策の変更が、各国・各地域の貿易フローや経済厚生に与える影響を分析する部分均衡モデ

ルである。部分均衡モデルであるため、分析は特定の品目のみに焦点を当てており、他の品目や他の経

済部門の影響は一定と仮定している（例えば、鉄鋼関税の引き上げにより、代わりの素材として樹脂の

輸入が増える、消費者物価の上昇により経済活動が下押しされて輸入全体が減少する、などの影響はモ

デルに織り込んでいない）。なお、以降の説明はわかりやすさを重視して、基本の線形モデルについて述

べる。説明に際しては、Francois and Hall (2009)や Francois and Reinert (1997)を参考にしている。 

 

まずは、需要サイドを考える。いま、𝑣国がある品目の𝑖財を世界各国から輸入しているとする。𝑖財は

どこの国から輸入するかで品質等が異なり、不完全代替性をもつ（例えば、中国産の鉄鋼とカナダ産の

鉄鋼は、品目としては同じ「鉄鋼」だが、品質等が異なる別物であると考える。そのため、価格を比較

して安い方から全量輸入するという貿易フローは想定しない）。𝑣国が𝑟国から輸入する𝑖財の輸入𝑀(𝑖,𝑣),𝑟

について、以下の関数𝑓で表現する。 
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𝑀(𝑖,𝑣),𝑟 = 𝑓(𝑃(𝑖,𝑣),𝑟 , 𝑃(𝑖,𝑣),𝑠 , 𝑦(𝑖,𝑣)) (1) 

 

ここで、𝑃(𝑖,𝑣),𝑟 は𝑟国から輸入する𝑖財の𝑣国での国内価格（関税適用後の価格）、𝑃(𝑖,𝑣),𝑠は𝑠国から輸入す

る𝑖財の𝑣国での国内価格、𝑦(𝑖,𝑣)は𝑣国が輸入する𝑖財への総支出（所得）である。すなわち、𝑣国が𝑟国か

ら𝑖財をどれだけ輸入するかは、関税適用後の𝑟国の𝑖財の価格と他の国の𝑖財の価格、𝑣国経済が𝑖財全体に

どれだけ支出するのかによって決定される。 

ここからは、𝑣国が𝑖財について𝑠国の関税を引き上げ、価格𝑃(𝑖,𝑣),𝑠が変化したときに、𝑟国からの輸入

𝑀(𝑖,𝑣),𝑟がどう変化するのかを考えていく。関数𝑓を𝑃(𝑖,𝑣),𝑠について微分すると、 

 

𝑑𝑓

𝑑𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
=  

𝜕𝑓

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
+ 

𝜕𝑓

𝜕𝑦(𝑖,𝑣)

𝜕𝑦(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
 

 

弾性値に書き換えると、以下の交差価格弾力性を得る。 

 

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑓

𝑑𝑓

𝑑𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
=  

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑓

𝜕𝑓

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
+ 

𝑦(𝑖,𝑣)

𝑓

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑦(𝑖,𝑣)
 

𝜕𝑓

𝜕𝑦(𝑖,𝑣)

𝜕𝑦(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
 

⇒  𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠) = 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠) + 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑦) 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑦,𝑠) (2) 

𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠) ：𝑟国からの輸入 の 𝑠国の輸入財の国内価格弾力性 

𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)：（支出𝑦(𝑖,𝑣)を固定した状態での）𝑟国からの輸入 の 𝑠国の輸入財の国内価格弾力性 

𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑦)：𝑟国からの輸入 の 𝑖財への支出弾力性 

𝜂(𝑖,𝑣),(𝑦,𝑠)：𝑖財への支出 の 𝑠国の輸入財の国内価格弾力性 

 

(2)の右辺の第二項は、所得効果を表している。すなわち、𝑠国の関税を引き上げた結果、「𝑠国の輸入財

の国内価格が上昇して𝑖財へ支出できる所得𝑦(𝑖,𝑣)そのものが減ることで、𝑟国からの輸入を減少させる効

果」である。第一項は、代替効果を表しており、「𝑠国の輸入財の国内価格が上昇したことで、代わりに

𝑟国からの輸入を増加させる効果」である。 

 代替効果をスルツキー方程式で表現する。補償需要関数をℎとすると、スルツキー方程式は、 

 

𝜕𝑓

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
=  

𝜕ℎ

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
－ 𝑀(𝑖,𝑣),𝑟

𝜕𝑓

𝜕𝑦(𝑖,𝑣)
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であり、弾性値に書き換えると、 

 

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑓

𝜕𝑓

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
=  

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑓

𝜕ℎ

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
－  

𝑦(𝑖,𝑣)

𝑓

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑦(𝑖,𝑣)
 𝑀(𝑖,𝑣),𝑟

𝜕𝑓

𝜕𝑦(𝑖,𝑣)
 

⇒  𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠) = 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)
∗ － 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠  𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑦) (3) 

𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)
∗ ：𝑟国の輸入財の補償需要 の 𝑠国の輸入財の国内価格弾力性 

 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 ：𝑖財への総支出に占める𝑠国からの輸入財のシェア 

 

(3)を(2)に代入することで、以下を得る。 

 

𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠) = 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)
∗ + (𝜂(𝑖,𝑣),(𝑦,𝑠)－ 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 ) 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑦) 

= 𝐸𝑠 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 + (𝜂(𝑖,𝑣),(𝑦,𝑠)－ 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 ) 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑦) (4) 

ただし、𝐸𝑠  =  
𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)

∗

 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 
 （注４） 

 

また、補償需要の価格弾力性の総和は０になるため、 

 

∑ 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)
∗

𝑠

= ０ 

 

総和から𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟)
∗ について取り出すと、 

 

𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟)
∗ = － ∑ 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠) 

∗

𝑟≠𝑠

(5) 

 

(5)を(4)に代入することで、以下の（自身の）価格弾力性を得る。 

 

𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟) = － ∑(𝐸𝑠 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 )

𝑟≠𝑠

+ (𝜂(𝑖,𝑣),(𝑦,𝑟)－ 𝜃(𝑖,𝑣),𝑟 ) 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑦) (6) 
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定義より、 

 

𝜂(𝑖,𝑣),(𝑦,𝑠)  ≡  
𝜕𝑦(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑦(𝑖,𝑣)
  

    =  
𝜕(𝑃(𝑖,𝑣) 𝑀(𝑖,𝑣))

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑦(𝑖,𝑣)
  

     =  (
𝜕𝑃(𝑖,𝑣) 

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
𝑀(𝑖,𝑣)  +  

𝜕𝑀(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
𝑃(𝑖,𝑣))

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑦(𝑖,𝑣)
 

 

シェパードの補題より、
𝜕𝑃(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
 =  

𝑀(𝑖,𝑣),𝑠

𝑀(𝑖,𝑣)
 なので、以下を得る。 

 

𝜂(𝑖,𝑣),(𝑦,𝑠) =  (
𝑀(𝑖,𝑣),𝑠

𝑀(𝑖,𝑣)
𝑀(𝑖,𝑣)  +  

𝜕𝑀(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣)

𝑀(𝑖,𝑣),𝑠

𝑀(𝑖,𝑣)
𝑃(𝑖,𝑣))

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑦(𝑖,𝑣)
  

=  (1 + 
𝜕𝑀(𝑖,𝑣)

𝜕𝑃(𝑖,𝑣)

𝑃(𝑖,𝑣)

𝑀(𝑖,𝑣)
)

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑦(𝑖,𝑣)
𝑀(𝑖,𝑣),𝑠 

 = (1 + 𝐸𝑚) 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 (7) 

𝐸𝑚 ：𝑖財全体の輸入需要の国内価格弾力性 

 

ここで、𝑖財の選好がホモセティックである（一次同次の効用関数に基づく選好である）とするなら、 

各𝑖財の所得弾力性は常に１である（ 𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑦)  =  1 ）ため、 (7)を(4)、(6)に代入して、 

 

𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠) =  𝐸𝑠 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 + 𝐸𝑚 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠  

 
= 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 (𝐸𝑚 + 𝐸𝑠) (8) 

 

𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟) =  𝜃(𝑖,𝑣),𝑟  𝐸𝑚 － ∑(𝐸𝑠 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠)

𝑟≠𝑠

 

=  𝜃(𝑖,𝑣),𝑟  𝐸𝑚－ (1 －  𝜃(𝑖,𝑣),𝑟) 𝐸𝑠 (9) 

 

続いて、供給サイドを考える。𝑟国から輸入した𝑖財の𝑣国での国内価格は、𝑟国が輸出する𝑖財の国際価格

（各国の関税が課される前の国際市場での価格）を𝑃𝑖,𝑟
∗ 、適用される関税率を𝑡(𝑖,𝑣),𝑟とすると、以下のよ
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うになる。 

 

𝑃(𝑖,𝑣),𝑟 = (1 + 𝑡(𝑖,𝑣),𝑟)𝑃𝑖,𝑟
∗ = 𝑇(𝑖,𝑣),𝑟𝑃𝑖,𝑟

∗ (10) 

 

また、𝑟国は𝑖財の輸出𝑋𝑖,𝑟 を国際価格に基づいて決定するとすれば、以下の関数で表現できる。 

 

𝑋𝑖,𝑟 = 𝑓(𝑃𝑖,𝑟 
∗ ) (11) 

 

最後に、輸出と輸入の均衡を求める。(10)の国際価格、(11)の輸出は変化率で表すと、 

 

𝑑𝑃(𝑖,𝑣),𝑟 

𝑃(𝑖,𝑣),𝑟 
 =  

𝑑𝑇(𝑖,𝑣),𝑟

𝑇(𝑖,𝑣),𝑟
 + 

𝑑𝑃𝑖,𝑟
∗

𝑃𝑖,𝑟
∗  

⇒  𝑃̂ (𝑖,𝑣),𝑟 = 𝑇̂ (𝑖,𝑣),𝑟 + 𝑃̂ 𝑖,𝑟
∗ (12) 

 

𝑑𝑋𝑖,𝑟 

𝑋𝑖,𝑟 
 =  

𝑑𝑓(𝑃𝑖,𝑟 
∗ )

𝑓(𝑃𝑖,𝑟 
∗ )

𝑃𝑖,𝑟 
∗

𝑑𝑃𝑖,𝑟 
∗

𝑑𝑃𝑖,𝑟 
∗

𝑃𝑖,𝑟 
∗  =  

𝑑𝑓(𝑃𝑖,𝑟 
∗ )

𝑑𝑃𝑖,𝑟 
∗

𝑃𝑖,𝑟 
∗

𝑓(𝑃𝑖,𝑟 
∗ )

𝑑𝑃𝑖,𝑟 
∗

𝑃𝑖,𝑟 
∗  

⇒  𝑋̂ 𝑖,𝑟 = 𝐸𝑥(𝑖,𝑟)𝑃̂ 𝑖,𝑟
∗ (13) 

 

𝐸𝑥(𝑖,𝑟) ：𝑟国の輸出の国際価格弾力性 

 

また、(1)の輸入は変化率で表すと、 

 

𝑑𝑀(𝑖,𝑣),𝑟 =
𝜕𝑓

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑟
𝑑𝑃(𝑖,𝑣),𝑟  +  

𝜕𝑓

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
𝑑𝑃(𝑖,𝑣),𝑠  + 

𝜕𝑓

𝜕𝑦(𝑖,𝑣)
𝑑𝑦(𝑖,𝑣)  

⇒  
𝑑𝑀(𝑖,𝑣),𝑟

𝑀(𝑖,𝑣),𝑟
 =  (

𝜕𝑓

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑟

𝑃(𝑖,𝑣),𝑟

𝑀(𝑖,𝑣),𝑟
)

𝑑𝑃(𝑖,𝑣),𝑟

𝑃(𝑖,𝑣),𝑟
 + (

𝜕𝑓

𝜕𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑀(𝑖,𝑣),𝑟
)

𝑑𝑃(𝑖,𝑣),𝑠

𝑃(𝑖,𝑣),𝑠
 + (

𝜕𝑓

𝜕𝑦(𝑖,𝑣)

𝑦(𝑖,𝑣)

𝑀(𝑖,𝑣),𝑟
)

𝑑𝑦(𝑖,𝑣)

𝑦(𝑖,𝑣)
 

 

𝑦(𝑖,𝑣)についてさらに全微分し、各項を整理すると 

⇒  𝑀̂ (𝑖,𝑣),𝑟 = 𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟)𝑃̂ (𝑖,𝑣),𝑟 + ∑ 𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)𝑃̂ (𝑖,𝑣),𝑠𝑟≠𝑠 (14) 

 

(14)をすべての𝑣国について足し上げて、(12)を代入すると、世界全体が𝑟国から輸入する𝑖財の変化率が

以下のように求まる。 
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𝑀̂ 𝑖,𝑟 = ∑ 𝑀̂ (𝑖,𝑣),𝑟

𝑣

= ∑ 𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟)(𝑇̂ (𝑖,𝑣),𝑟 + 𝑃̂ 𝑖,𝑟
∗ )

𝑣

+ ∑ ∑ 𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)(𝑇̂ (𝑖,𝑣),s + 𝑃̂ 𝑖,𝑠
∗ )

𝑟≠𝑠𝑣

(15) 

 

ここで、世界全体で考えれば、𝑟国の𝑖財の輸出と輸入（の変化率）は等しくなるはずなので、均衡条件

（𝑀̂ 𝑖,𝑟  =  𝑋̂ 𝑖,𝑟）より、以下の式が得られる。 

 

𝑀̂ 𝑖,𝑟  =  𝑋̂ 𝑖,𝑟 

⇒  𝐸𝑥(𝑖,𝑟)𝑃̂ 𝑖,𝑟
∗ = ∑ 𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟)(𝑇̂ (𝑖,𝑣),𝑟 + 𝑃̂ 𝑖,𝑟

∗ )

𝑣

+ ∑ ∑ 𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)(𝑇̂ (𝑖,𝑣),s + 𝑃̂ 𝑖,𝑠
∗ )

𝑟≠𝑠𝑣

(16) 

 

この式が GSIM における均衡を表す式となる。この式から、実際の貿易データや各種弾力性、分析対象

である関税や輸出補助金の変化率がわかれば、新たな関税や輸出補助金の下での、𝑟国の𝑖財の国際均衡

価格𝑃̂ 𝑖,𝑟
∗ を求めることができる。均衡価格𝑃̂ 𝑖,𝑟

∗ が求まれば、そこから均衡における輸出や輸入の変化率も

逆算することができる。 

ここまでは、輸入国である𝑣国、関税を引き上げられた𝑠国、それに伴い輸出を変化させる𝑟国という関

係性で理論モデルを説明してきたが、実際は分析対象に含めるすべての国がどの立場にもなりうるわけ

であるから、分析する国の数だけ(16)の均衡式ができることになる。それらの均衡式を同時に解いて、

各国の国際均衡価格𝑃̂ 𝑖,𝑟
∗ を求めるため、実際の計算は行列で解くことになる。 

 

𝑬𝒊,𝒗  =  [

𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟)/𝐸𝑥(𝑖,𝑟) ⋯ 𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,≠𝑟)/𝐸𝑥(𝑖,𝑟)

⋮ ⋱ ⋮
𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,≠𝑟)/𝐸𝑥(𝑖,𝑟) ⋯ 𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟)/𝐸𝑥(𝑖,𝑟)

] 

 

𝑷 𝒊
∗：𝑖財の国際価格の変化率のベクトル 

𝑻𝒊,𝒗：𝑣国が𝑖財に課す関税の変化率のベクトル 

 

とすると、 

𝑬𝒊  =  ∑ 𝑬𝒊,𝒗

𝒗

    ,    𝑩𝒊 = ∑ 𝑬𝒊,𝒗

𝒗

𝑻𝒊,𝒗 

 

GSIM における均衡式(16)の両辺を𝐸𝑥(𝑖,𝑟)で割ると 

 

𝑃̂ 𝑖,𝑟
∗ = ∑

𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑟)

𝐸𝑥(𝑖,𝑟)
(𝑇̂ (𝑖,𝑣),𝑟 + 𝑃̂ 𝑖,𝑟

∗ )

𝑣

+ ∑ ∑
𝑁(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)

𝐸𝑥(𝑖,𝑟)
(𝑇̂ (𝑖,𝑣),s + 𝑃̂ 𝑖,𝑠

∗ )

𝑟≠𝑠𝑣
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これを上記の行列で表現すると、 

 

𝑷 𝒊
∗  =   𝑩𝒊  + 𝑬𝒊 𝑷 𝒊

∗ 

⇒ 𝑷 𝒊
∗ = (𝑰－ 𝑬𝒊)

−1

 𝑩𝒊 (17) 

 

となるため、(17)について解けば各国の国際均衡価格𝑃̂ 𝑖,𝑟
∗ が求められる。 
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【注釈】 

注１） GTAP は、1992 年に米国のパデュー大学で創設された、世界規模の応用一般均衡モデルとデ

ータベースのプロジェクトである。経済政策が世界貿易に与える影響を分析する標準的なモデ

ルであり、学術機関や公的機関等で幅広く用いられている。執筆時点で最新の GTAP11 で

は、160 か国・地域、65 産業について生産、貿易、消費、政策等のデータを網羅している。 

注２） 本稿では触れていないが、GSIM は経済厚生（消費者余剰、生産者余剰、政府税収）の変化も分析

することができ、関税や補助金等の政策評価にも活用されている。また、GSIM には Francois and 

Hall (2009)で提示された線形モデルと、Francois(2009)で雇用への影響も分析できるように拡張さ

れた非線形モデルがある。本稿では、より精緻な分析ができる非線形モデルを使用した。なお、線

形モデルは、世界銀行、UNCTAD、WTO 等によって運営される国際貿易に関するプラットフォー

ム、WITS（World Integrated Trade Solution）に実装されており、単純なシミュレーションであれ

ば比較的簡単に実行することができる。 

注３） 貿易データについて、台湾は UN Comtrade に収録されていなかったため、台湾関税総局の貿易統

計を用いた。また、ロシアはウクライナ侵攻直後の 2022 年４月以降、貿易統計の公表を停止して

いるため、世界各国のロシアからの輸入額を積み上げてロシアの輸出額を逆算した。 

また、GSIM では、他国への輸出と同じ枠組みで、国産品の国内需要を「自国への輸出」として扱

うことで自国向け出荷への影響を分析している。本稿では、国産品の国内需要は、World Bureau of 

Metal Statistics の鉄鋼の国内生産量から輸出量を除いた値（国産品の国内需要＝国内生産量－輸出

量）として計算した。また、上記式の値が負となる場合（国内生産量＜輸出量）は、在庫変動のデ

ータがなく正確な計算ができないため、min（国内生産量、国内生産量－輸出量+輸入量）を便宜的

に国産品の国内需要とみなして計算した。今回のような品目レベルの分析では使用できないが、産

業レベルで集計された分析でよい場合には、他国への輸出実績に加え、自国への投入量が予めデー

タとして含まれている国際産業連関表のデータを使用するべきだと考えられる。 

注４） Francois and Reinert (1997)では、𝐸𝑠  =  
𝜂(𝑖,𝑣),(𝑟,𝑠)

∗

 𝜃(𝑖,𝑣),𝑠 
 を“conditional Allen elasticities of 

substitution”としている。 


